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資料１－２ 

業務方法書(改正案) 業務方法書(現 行) 

独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構業務方法書 

 

第１章 総則（第1 条-第5 条） 

第２章 年金福祉施設等の譲渡又は廃止に関する事項（第6 条-第11 条） 

第３章 年金福祉施設等の運営又は管理に関する事項（第12 条-第15 条の２） 

第４章 業務委託の基準（第16 条-第18 条） 

第５章 競争入札その他契約に関する基本的事項 

第１節 年金福祉施設等の譲渡契約（第19 条-第25 条） 

第２節 その他の契約（第26 条-第31 条） 

第６章 その他機構の業務の執行に関して必要な事項（第32 条-第38 条） 

附 則 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という。）

第２８条第１項の規定に基づき、独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構（以下｢機構｣という。）

の業務の方法について基本的事項を定め、もってその業務の適正な運営に資することを目的とする。 

 

（業務の執行） 

第２条 機構の業務は、通則法、独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法（平成１７年法律第７１

号。以下「機構法」という。）その他の関係法令によるほか、この業務方法書に定めるところにより行

う。 

 

（業務運営の基本方針） 

第３条 機構は、機構法第３条の目的を達成するため、厚生労働大臣の認可を受けた中期計画（当該計画を

変更した場合にあっては、変更の認可を受けた中期計画とする。）によるほか、通則法及び機構法並び

に関係法令に定めるところにより、業務の適正かつ効率的な運営を期するとともに、その透明性の確保

及び効率的な運営に努めるものとする。 

 

（機構の行う業務） 

第４条 機構は、機構法第１３条の規定に基づき、次の業務を行うものとする。 

一 年金福祉施設等を譲渡し、又は廃止すること。 

二 年金福祉施設等を譲渡し、又は廃止するまでの間、当該年金福祉施設等の運営又は管理を行うこと。

三 前２号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

（効率的な業務運営体制の確立） 

第５条 機構は、組織編成及び人員配置について、専門家の知見を最大限活用できる体制を維持しつつ、常
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資料１－２ 

業務方法書(改正案) 業務方法書(現 行) 

に、業務の外部委託も含め、業務遂行上必要な見直しを行い、実情に即した効率的な業務運営体制を確

立する。 

 

第２章 年金福祉施設等の譲渡又は廃止に関する事項 

（譲渡又は廃止の基本方針） 

第６条 機構は、年金福祉施設等の譲渡又は廃止に当たり、次の各号に留意する。 

一 年金資金等の損失を最小化するという考え方に立ちつつ、多様な譲渡方法を通じ、施設譲渡の促進な

ど事業の効率化、適正化を図り、中期目標期間の最終の事業年度までに終了させる。 

二 毎事業年度、年金福祉施設等の譲渡の見通しを年度計画で示し、各事業年度終了時に進捗状況を勘案

して業績を評価し、次事業年度以降の業務に反映させる。 

三 地域医療への配慮を行う。 

四 老人ホームの入居者への配慮を行う。 

五 委託先公益法人等の従業員の雇用への配慮を行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、機構は、社会保険病院及び厚生年金病院（これらに併設されている介護老

人保健施設及び看護専門学校を含む。以下「社会保険病院等」という。）の譲渡等については、地域医

療の確保を図る観点も踏まえた厚生労働省の方針を踏まえ、対応する。 

 

（地方公共団体への相談等） 

第７条 機構は、施設の譲渡又は廃止に当たっては、年金福祉施設等が所在する地域の地方公共団体と次の

各号に留意し、事前に相談を行う。また、その結果に基づき、施設の譲渡又は廃止に係る必要な事項に

ついて、買受者を募る際に情報提供を行う。 

一 地方公共団体の施設の買受意向 

二 施設の事業内容に関する地方公共団体の希望 

三 施設を利用して行われる事業に対する地方公共団体の支援措置 

 

（買受需要の把握及び開拓） 

第８条 機構は、譲渡対象施設に係る買受需要を把握するとともに、多様な買受需要を開拓するため、地方

公共団体及び民間企業等から広範に情報収集を行う。 

 

（譲渡施設の選定及び譲渡時期） 

第９条 機構は、各事業年度における譲渡施設の選定に当たり、次の各号に留意する。 

一 前条の規定による買受需要並びに各年金福祉施設等の経営実績、今後の経営見通し及び建物の老朽度

等を総合的に勘案して行う。 

二 譲渡する施設名、競争執行の場所及び日時を官報で公告する。なお、公告時期については、委託先公

益法人等における清算業務や従業員の雇用に配慮する。 

 

（老人ホーム入居者への配慮） 

に、業務の外部委託も含め、業務遂行上必要な見直しを行い、実情に即した効率的な業務運営体制を確

立する。 
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第６条 機構は、年金福祉施設等の譲渡又は廃止に当たり、次の各号に留意する。 

一 年金資金等の損失を最小化するという考え方に立ちつつ、多様な譲渡方法を通じ、施設譲渡の促進な

ど事業の効率化、適正化を図り、中期目標期間（５年間）の最終の事業年度までに終了させる。 

二 毎事業年度、年金福祉施設等の譲渡の見通しを年度計画で示し、各事業年度終了時に進捗状況を勘案

して業績を評価し、次事業年度以降の業務に反映させる。 

三 地域医療への配慮を行う。 

四 老人ホームの入居者への配慮を行う。 

五 委託先公益法人等の従業員の雇用への配慮を行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、機構は、社会保険病院及び厚生年金病院（これらに併設されている介護老

人保健施設及び看護専門学校を含む。以下「社会保険病院等」という。）の譲渡等については、地域医

療の確保を図る観点も踏まえた厚生労働省の方針を踏まえ、対応する。 

 

（地方公共団体への相談等） 

第７条 機構は、施設の譲渡又は廃止に当たっては、年金福祉施設等が所在する地域の地方公共団体と次の

各号に留意し、事前に相談を行う。また、その結果に基づき、施設の譲渡又は廃止に係る必要な事項に

ついて、買受者を募る際に情報提供を行う。 

一 地方公共団体の施設の買受意向 

二 施設の事業内容に関する地方公共団体の希望 

三 施設を利用して行われる事業に対する地方公共団体の支援措置 

 

（買受需要の把握及び開拓） 

第８条 機構は、譲渡対象施設に係る買受需要を把握するとともに、多様な買受需要を開拓するため、地方

公共団体及び民間企業等から広範に情報収集を行う。 

 

（譲渡施設の選定及び譲渡時期） 

第９条 機構は、各事業年度における譲渡施設の選定に当たり、次の各号に留意する。 

一 前条の規定による買受需要並びに各年金福祉施設等の経営実績、今後の経営見通し及び建物の老朽度

等を総合的に勘案して行う。 

二 譲渡する施設名、競争執行の場所及び日時を官報で公告する。なお、公告時期については、委託先公

益法人等における清算業務や従業員の雇用に配慮する。 

 

（老人ホーム入居者への配慮） 
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資料１－２ 

業務方法書(改正案) 業務方法書(現 行) 

第１０条 機構は、老人ホームを譲渡又は廃止する場合には、入居者の新たな生活の場所を確保するため、

転居先施設の斡旋を行う等、十分な配慮を行う。 

 

（委託先公益法人等の従業員の雇用への配慮） 

第１１条 機構は、年金福祉施設等を譲渡する場合には、施設の買受者等に対し、委託先公益法人等の従業

員の雇用を依頼する。また、施設の譲渡又は廃止に当たっては、当該施設の譲渡又は廃止に関する情報

を厚生労働省職業安定局を通じて公共職業安定所等に提供することにより、委託先公益法人等が行う従

業員の求職活動の支援が適切に行われるよう配慮する。 

 

第３章 年金福祉施設等の運営又は管理に関する事項 

（運営に当たっての基本方針） 

第１２条 機構は、年金福祉施設等の資産価値を保全し、円滑かつ有益な譲渡を行うため、効率的な経営及

び効果的な運営を行う。 

２ 機構は、必要に応じ、年金福祉施設等の資産価値を高めるための方策を講じる。 

３ 機構は、社会保険病院等については、地域の医療体制を損なうことのないように配慮をする。 

 

（施設の運営委託） 

第１３条 機構は、年金福祉施設等が譲渡又は廃止されるまでの間の施設運営については、機構設立前に社

会保険庁が委託していた公益法人等への委託により行う。なお、この場合の委託契約内容は、機構設立

前に社会保険庁が委託していた公益法人との契約内容を基本とする。 

 

（施設の管理） 

第１４条 機構は、施設の管理について、適切な維持管理に努める。 

２ 機構は、緊急災害等による被害を受けた施設や被保険者等の安全な利用等に支障を生じるおそれのある

施設の復旧等について、当該施設の経営状況、費用対効果及び機構全体の財務を総合的に勘案し、必要

最小限の措置を講じる。 

３ 機構は、施設機能の維持管理のためのその他の整備を行う場合については、委託契約において定めるこ

とにより、委託先公益法人等の負担において行わせることとする。 

 

（運営の停止及び運営停止施設の維持管理） 

第１５条 機構は、経営実績、経営見通し、建物の老朽度等を総合的に勘案し、経営を継続することが不適

切と認められる施設については、早急に運営を停止する。 

２ 機構は、運営停止後の年金福祉施設等について､譲渡を行うまでの間、資産価値が減じないよう適切な

維持管理を行う。 

 

（社会保険病院等の経営状況の把握等） 

第１５条の２ 機構は、社会保険病院等が引き続き地域医療に貢献できるよう、病院の経営状況・資産状
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第３章 年金福祉施設等の運営又は管理に関する事項 

（運営に当たっての基本方針） 

第１２条 機構は、年金福祉施設等の資産価値を保全し、円滑かつ有益な譲渡を行うため、効率的な経営及

び効果的な運営を行う。 

２ 機構は、必要に応じ、年金福祉施設等の資産価値を高めるための方策を講じる。 

３ 機構は、社会保険病院等については、地域の医療体制を損なうことのないように配慮をする。 

 

（施設の運営委託） 

第１３条 機構は、年金福祉施設等が譲渡又は廃止されるまでの間の施設運営については、機構設立前に社

会保険庁が委託していた公益法人等への委託により行う。なお、この場合の委託契約内容は、機構設立

前に社会保険庁が委託していた公益法人との契約内容を基本とする。 

 

（施設の管理） 

第１４条 機構は、施設の管理について、適切な維持管理に努める。 

２ 機構は、緊急災害等による被害を受けた施設や被保険者等の安全な利用等に支障を生じるおそれのある

施設の復旧等について、当該施設の経営状況、費用対効果及び機構全体の財務を総合的に勘案し、必要

最小限の措置を講じる。 

３ 機構は、施設機能の維持管理のためのその他の整備を行う場合については、委託契約において定めるこ

とにより、委託先公益法人等の負担において行わせることとする。 

 

（運営の停止及び運営停止施設の維持管理） 

第１５条 機構は、経営実績、経営見通し、建物の老朽度等を総合的に勘案し、経営を継続することが不適

切と認められる施設については、早急に運営を停止する。 

２ 機構は、運営停止後の年金福祉施設等について､譲渡を行うまでの間、資産価値が減じないよう適切な

維持管理を行う。 
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資料１－２ 

業務方法書(改正案) 業務方法書(現 行) 

況の把握等を通じ、適切な運営に努める。 

 

第４章 業務委託の基準 

（業務の委託） 

第１６条 機構は、業務の効率的実施のため、当該業務を的確に行う能力を有する者に委託することができ

る。 

 

（委託契約） 

第１７条 機構は、業務の委託をしようとするときは、受託者と業務の委託に関する契約を締結するものと

する。 

２ 機構は、前項の契約においては、次の事項について定めるものとする。 

一 委託業務の名称 

二 委託業務の目的及び内容 

三 委託業務の実施方法 

四 委託に係る経費の額及び支払方法 

五 その他必要な事項 

３ 機構は、年金福祉施設等が譲渡又は廃止されるまでの間の年金福祉施設等の運営委託については、第３

章に定めるところに留意する。 

 

（保有個人情報の取扱い） 

第１８条 機構は、機構から委託を受けた者が、受託した業務を行う場合は、機構が定める個人情報保護規

程を準用させるものとする。 

 

第５章 競争入札その他契約に関する基本的事項 

第１節 年金福祉施設等の譲渡契約 

（契約方法） 

第１９条 機構は、年金福祉施設等の譲渡契約を締結する場合には、公告して申込みをさせることにより一

般競争入札により契約を締結するものとする。ただし、借地上にある年金福祉施設等について土地所有

者が建物の購入を希望する場合は、随意契約により譲渡することができるものとする。 

 

（一般競争） 

第２０条 機構は、次に掲げる事項を公告して申込みをさせることにより、一般競争入札を行うものとする。

一 一般競争入札に付する事項 

二 一般競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

三 一般競争入札執行の日時及び場所 

四 入札保証金に関する事項 

 

 

 

第４章 業務委託の基準 

（業務の委託） 

第１６条 機構は、業務の効率的実施のため、当該業務を的確に行う能力を有する者に委託することができ

る。 

 

（委託契約） 

第１７条 機構は、業務の委託をしようとするときは、受託者と業務の委託に関する契約を締結するものと

する。 

２ 機構は、前項の契約においては、次の事項について定めるものとする。 

一 委託業務の名称 

二 委託業務の目的及び内容 

三 委託業務の実施方法 

四 委託に係る経費の額及び支払方法 

五 その他必要な事項 

３ 機構は、年金福祉施設等が譲渡又は廃止されるまでの間の年金福祉施設等の運営委託については、第３

章に定めるところに留意する。 

 

（保有個人情報の取扱い） 

第１８条 機構は、機構から委託を受けた者が、受託した業務を行う場合は、機構が定める個人情報保護規

程を準用させるものとする。 

 

第５章 競争入札その他契約に関する基本的事項 

第１節 年金福祉施設等の譲渡契約 

（契約方法） 

第１９条 機構は、年金福祉施設等の譲渡契約を締結する場合には、公告して申込みをさせることにより一

般競争入札により契約を締結するものとする。ただし、借地上にある年金福祉施設等について土地所有

者が建物の購入を希望する場合は、随意契約により譲渡することができるものとする。 

 

（一般競争） 

第２０条 機構は、次に掲げる事項を公告して申込みをさせることにより、一般競争入札を行うものとする。

一 一般競争入札に付する事項 

二 一般競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

三 一般競争入札執行の日時及び場所 

四 入札保証金に関する事項 
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資料１－２ 

業務方法書(改正案) 業務方法書(現 行) 

（譲渡条件） 

第２１条 機構は、次の各号の年金福祉施設等については、譲渡に当たり、一定期間施設の中心的な機能を

維持することを譲渡条件とする。なお、年金福祉施設等の機能廃止が適当とされた施設については、こ

の限りではない。 

一 地域医療に貢献している施設（社会保険診療所、健康管理センター及び保養ホーム） 

二 入居者に配慮すべき施設（終身利用型老人ホーム及び長期入居型老人ホーム） 

三 同一都道府県内に代替施設がないことからその中心的な機能を維持することが必要な施設であって、

別表に掲げるもの 

２ 機構は、前項に定めるもののほか、譲渡に当たり、一定期間次に掲げる事項に供することを譲渡条件と

する。 

一 公序良俗に反する使用等の禁止 

二 前号に掲げる使用に該当する転売、転貸等の禁止 

 

（譲渡価格） 

第２２条 機構は、年金福祉施設等の譲渡に当たり、年金資金等の損失を最小化する観点から、不動産鑑定

評価の手法に基づき、適正な価格の設定を行う。 

 

（落札） 

第２３条 機構は、一般競争入札においては、第２０条第２号に掲げる入札資格のない者による入札又は入

札に関する条件に違反した入札を除き、予定価格の制限内の入札で最高の価格によるものを落札とする。

 

（譲渡の対価の支払方法） 

第２４条 機構は、年金福祉施設等の譲渡の対価の支払いは、即時支払（施設の引渡しの日（機構が必要が

あると認める場合にあっては、別に定める日）までに譲渡の対価の全部を一時に支払う方法をいう。）

とする。ただし、機構は、当該施設の譲渡を受けたものが地方公共団体である場合において、その対価

を一時に支払うことが困難であると認めるときは、原則５年以内の延納の特約をすることができる。 

 

（契約の解除） 

第２５条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、契約を解除しなければならない。ただし、契

約の存続が機構の利益に適合すると認められる場合は、この限りでない。 

一 入札資格を偽る等不正な行為があったとき。 

二 前号に掲げる場合のほか、契約の条項に違反したとき。 

２ 機構は、前項の規定により契約を解除したときは、遅滞なく相手方に通知しなければならない。 

第２節 その他の契約 

 

（契約方法） 

第２６条 機構は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合には、第２８条又は第２９条の規定によ

（譲渡条件） 

第２１条 機構は、次の各号の年金福祉施設等については、譲渡に当たり、一定期間施設の中心的な機能を

維持することを譲渡条件とする。なお、年金福祉施設等の機能廃止が適当とされた施設については、こ

の限りではない。 

一 地域医療に貢献している施設（社会保険診療所、健康管理センター及び保養ホーム） 

二 入居者に配慮すべき施設（終身利用型老人ホーム及び長期入居型老人ホーム） 

三 同一都道府県内に代替施設がないことからその中心的な機能を維持することが必要な施設であって、

別表に掲げるもの 

２ 機構は、前項に定めるもののほか、譲渡に当たり、一定期間次に掲げる事項に供することを譲渡条件と

する。 

一 公序良俗に反する使用等の禁止 

二 前号に掲げる使用に該当する転売、転貸等の禁止 

 

（譲渡価格） 

第２２条 機構は、年金福祉施設等の譲渡に当たり、年金資金等の損失を最小化する観点から、不動産鑑定

評価の手法に基づき、適正な価格の設定を行う。 

 

（落札） 

第２３条 機構は、一般競争入札においては、第２０条第２号に掲げる入札資格のない者による入札又は入

札に関する条件に違反した入札を除き、予定価格の制限内の入札で最高の価格によるものを落札とする。

 

（譲渡の対価の支払方法） 

第２４条 機構は、年金福祉施設等の譲渡の対価の支払いは、即時支払（施設の引渡しの日（機構が必要が

あると認める場合にあっては、別に定める日）までに譲渡の対価の全部を一時に支払う方法をいう。）

とする。ただし、機構は、当該施設の譲渡を受けたものが地方公共団体である場合において、その対価

を一時に支払うことが困難であると認めるときは、原則５年以内の延納の特約をすることができる。 

 

（契約の解除） 

第２５条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、契約を解除しなければならない。ただし、契

約の存続が機構の利益に適合すると認められる場合は、この限りでない。 

一 入札資格を偽る等不正な行為があったとき。 

二 前号に掲げる場合のほか、契約の条項に違反したとき。 

２ 機構は、前項の規定により契約を解除したときは、遅滞なく相手方に通知しなければならない。 

第２節 その他の契約 

 

（契約方法） 

第２６条 機構は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合には、第２８条又は第２９条の規定によ
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資料１－２ 

業務方法書(改正案) 業務方法書(現 行) 

り、指名競争契約又は随意契約に付することができる場合を除き、公告して申込みをさせることにより

一般競争入札により契約を締結するものとする。 

 

（一般競争） 

第２７条 第２０条の規定は、前条の契約の締結について準用する。 

 

（指名競争） 

第２８条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、指名競争入札により契約を締結することがで

きるものとする。 

一 契約の性質又は目的により競争に加わる者が少数で一般競争入札によることが適当でないと認めら

れるとき。 

二 一般競争入札により契約を締結することが不利と認められるとき。 

三 契約の予定価格が少額であるとき。 

 

（随意契約） 

第２９条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、随意契約によることができるものとする。 

一 契約の性質又は目的により一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入札」という。）によること

が適当でないと認められるとき。 

二 緊急の必要により競争入札により契約を締結することができないと認められるとき。 

三 競争入札により契約を締結することが不利と認められるとき。 

四 契約の予定価格が一定額以下の少額であるとき。 

五 競争入札を行った場合において、入札者がないとき。 

六 競争入札を行った場合において、再度入札を行っても落札者がないとき。 

七 その他、業務運営上、随意契約によることが特に必要であると認められるとき。 

 

（落札） 

第３０条 機構は、競争入札においては、第２７条において準用する第２０条第２号に掲げる入札資格のな

い者による入札又は入札に関する条件に違反した入札を除き、予定価格の制限内の入札で最低又は最高

の価格によるものを落札とする。 

 

（契約の解除） 

第３１条 第２５条の規定は、第２６条の契約について準用する。 

 

第６章 その他機構の業務の執行に関して必要な事項 

（人事に関する計画） 

第３２条 機構は、職員の専門性を高め、その勤務成績を考慮した人事評価を実施する。 

 

り、指名競争契約又は随意契約に付することができる場合を除き、公告して申込みをさせることにより

一般競争入札により契約を締結するものとする。 

 

（一般競争） 

第２７条 第２０条の規定は、前条の契約の締結について準用する。 

 

（指名競争） 

第２８条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、指名競争入札により契約を締結することがで

きるものとする。 

一 契約の性質又は目的により競争に加わる者が少数で一般競争入札によることが適当でないと認めら

れるとき。 

二 一般競争入札により契約を締結することが不利と認められるとき。 

三 契約の予定価格が少額であるとき。 

 

（随意契約） 

第２９条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、随意契約によることができるものとする。 

一 契約の性質又は目的により一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入札」という。）によること

が適当でないと認められるとき。 

二 緊急の必要により競争入札により契約を締結することができないと認められるとき。 

三 競争入札により契約を締結することが不利と認められるとき。 

四 契約の予定価格が一定額以下の少額であるとき。 

五 競争入札を行った場合において、入札者がないとき。 

六 競争入札を行った場合において、再度入札を行っても落札者がないとき。 

七 その他、業務運営上、随意契約によることが特に必要であると認められるとき。 

 

（落札） 

第３０条 機構は、競争入札においては、第２７条において準用する第２０条第２号に掲げる入札資格のな

い者による入札又は入札に関する条件に違反した入札を除き、予定価格の制限内の入札で最低又は最高

の価格によるものを落札とする。 

 

（契約の解除） 

第３１条 第２５条の規定は、第２６条の契約について準用する。 

 

第６章 その他機構の業務の執行に関して必要な事項 

（人事に関する計画） 

第３２条 機構は、職員の専門性を高め、その勤務成績を考慮した人事評価を実施する。 
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資料１－２ 

業務方法書(改正案) 業務方法書(現 行) 

（専門的な人材の確保） 

第３３条 機構が行う宅地建物取引においては、宅地建物取引の専門家の確保に努め、適正かつ公平な宅地

建物取引を行うよう、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）で定める手法に準じた手法によ

って業務を行うものとする。 

２ 機構は、業務を円滑に遂行するため、前項に規定するもののほか、医療・福祉の関係者等の専門的な人

材の活用に努め、職員の研修体制等の充実を図るものとする。 

 

（譲渡業務諮問委員会） 

第３４条 機構は、各施設の具体的な譲渡方法について、外部の有識者からなる譲渡業務諮問委員会を設置

し、その意見を聴いて定める。 

 

（国庫納付金の納付） 

第３５条 機構は、譲渡収入から厚生労働大臣が定める額を控除して、なお、残余がある場合は、決算時に

額の確定を行い、その額を決算結了後できるだけ速やかに国庫に納付する。 

 

（情報提供） 

第３６条 機構は、次の各号に掲げる情報提供を行うものとする。 

一 機構の運営状況に関する情報提供 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第２２条の規定に

より､機構の運営状況等に関し、概ね次の情報をホームページ等に掲載する。 

（１）組織に関する情報 

（２）事業報告書等の業務に関する情報 

（３）貸借対照表、損益計算書等の財務に関する情報 

（４）組織、業務及び財務についての評価及び監査に関する情報 

二 譲渡の対象となる年金福祉施設等に関する情報提供 

（１）譲渡を予定する施設等に関する所在地、地目、面積、用途地域等の情報を､ホームページ等を活用し､

広く国民に周知する。 

（２）入札に係る公告は、官報の掲載を行うとともに、併せてホームページ等を活用し､周知を図る。 

（３）入札結果に係る情報の公開については､公開基準を設け､買受者の合意が得られたものをホームペー

ジ等に掲載する。 

（４）施設の譲渡手法に係る外部からの照会等に対して積極的に情報提供を行う。 

三 年金福祉施設等の運営に関する情報提供 

施設に係る収支状況、利用状況等をホームページ等により広く国民に周知する。 

 

（個人情報保護） 

第３７条 機構は、保有個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の保有個人情報の適切な管理のため

に必要な措置について別に定めるものとする。 

（専門的な人材の確保） 

第３３条 機構が行う宅地建物取引においては、宅地建物取引の専門家の確保に努め、適正かつ公平な宅地

建物取引を行うよう、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）で定める手法に準じた手法によ

って業務を行うものとする。 

２ 機構は、業務を円滑に遂行するため、前項に規定するもののほか、医療・福祉の関係者等の専門的な人

材の活用に努め、職員の研修体制等の充実を図るものとする。 

 

（譲渡業務諮問委員会） 

第３４条 機構は、各施設の具体的な譲渡方法について、外部の有識者からなる譲渡業務諮問委員会を設置

し、その意見を聴いて定める。 

 

（国庫納付金の納付） 

第３５条 機構は、譲渡収入から厚生労働大臣が定める額を控除して、なお、残余がある場合は、決算時に

額の確定を行い、その額を決算結了後できるだけ速やかに国庫に納付する。 

 

（情報提供） 

第３６条 機構は、次の各号に掲げる情報提供を行うものとする。 

一 機構の運営状況に関する情報提供 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第２２条の規定に

より､機構の運営状況等に関し、概ね次の情報をホームページ等に掲載する。 

（１）組織に関する情報 

（２）事業報告書等の業務に関する情報 

（３）貸借対照表、損益計算書等の財務に関する情報 

（４）組織、業務及び財務についての評価及び監査に関する情報 

二 譲渡の対象となる年金福祉施設等に関する情報提供 

（１）譲渡を予定する施設等に関する所在地、地目、面積、用途地域等の情報を､ホームページ等を活用し､

広く国民に周知する。 

（２）入札に係る公告は、官報の掲載を行うとともに、併せてホームページ等を活用し､周知を図る。 

（３）入札結果に係る情報の公開については､公開基準を設け､買受者の合意が得られたものをホームペー

ジ等に掲載する。 

 

三 年金福祉施設等の運営に関する情報提供 

施設に係る収支状況、利用状況等をホームページ等により広く国民に周知する。 

 

（個人情報保護） 

第３７条 機構は、保有個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の保有個人情報の適切な管理のため

に必要な措置について別に定めるものとする。 
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資料１－２ 

業務方法書(改正案) 業務方法書(現 行) 

 

（実施に関する事項） 

第３８条 機構は、この業務方法書に定めるもののほか、その業務に関し必要な事項について、別に定める

ものとする。 

２ 機構は、前項の定めをしたときは、遅滞なく、厚生労働大臣に届け出るものとする。これを変更したと

きも、同様とする。 

 

附 則 

（施行期日） 

この業務方法書は、厚生労働大臣が認可した日から施行する。 

 

（施行期日） 

この業務方法書は、厚生労働大臣が認可した日から施行し、平成２０年１０月１日から適用する。 

 

（施行期日） 

  この業務方法書は、厚生労働大臣が認可した日から施行する。 

 

 

別 表（第２１条第１項第３号関係） (略) 

 

 

（実施に関する事項） 

第３８条 機構は、この業務方法書に定めるもののほか、その業務に関し必要な事項について、別に定める

ものとする。 

２ 機構は、前項の定めをしたときは、遅滞なく、厚生労働大臣に届け出るものとする。これを変更したと

きも、同様とする。 

 

附 則 

（施行期日） 

この業務方法書は、厚生労働大臣が認可した日から施行する。 

 

（施行期日） 

この業務方法書は、厚生労働大臣が認可した日から施行し、平成２０年１０月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

別 表（第２１条第１項第３号関係） (略) 

 
 


